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平成29年度志布志市健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見に    

ついて（提出） 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第３条第１

項及び第22条第１項の規定により平成30年７月10日付け志総第161号で審査に付

された平成29年度志布志市健全化判断比率及び資金不足比率に対する意見書を別

紙のとおり提出します。 
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第１　審査の対象

第２　審査の期間

第３　審査の方法

①

②

③

④

　　　平成29年度志布志市連結実質赤字比率

　　　平成29年度志布志市実質公債費比率

　　　平成29年度志布志市将来負担比率

－

9.9

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

350.0-10.6 

0.2 35.0

44.7将 来 負 担 比 率

　早期健全化基準及び財政再生基準は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令
（平成19年政令第397号）により定められており、この基準を超えた場合には、財政健全化
計画や財政再生計画の策定等が義務付けられる。

２

25.0

平成29年度志布志市健全化判断比率審査意見書

18.15

20.013.15

財 政 再
生 基 準

早期健全
化 基 準

平成28年度
増減ﾎﾟｲﾝﾄ
(H29-H28)

-5.68

備 考

30.0

（単位：％）

平成29年度

－ －

　健全化判断比率審査に当たっては、市長から提出された上記審査対象の健全化判断比

率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成19年法律第94号。以下「法」という。）等関係法令の規定に準拠して作

成されているか、また、各比率を適正に表示しているかについて、一般に公正妥当と認

められる審査の基準に準拠し、通常実施すべき審査手順を実施した。

　　　平成30年７月10日から同年８月16日まで

第４　審査の結果

　　１　総合意見
　審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、
次のとおりいずれも関係法令の規定に準拠して適正に作成され、実質赤字比率及び連
結実質赤字比率については、黒字であったため、いずれも良好な状態であると認めら
れる。
　また、実質公債費比率及び将来負担比率についても、早期健全化基準を大きく下
回っているため、いずれも良好な状態にあると認められる。

　　　平成29年度志布志市実質赤字比率

健全化判断比率

-20.97

9.7

－

34.1

※１ 　実質黒字の場合は「－」と記載し、備考欄に実質黒字の程度（比率）を負で併記してい
る。
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　連結決算における実質収支は、前年度と比較すると、下水道管理特別会計及び
国民宿舎特別会計で減となったが、一般会計、水道事業会計及び国民健康保険特
別会計での増が大きかったことから、黒字の程度は前年度比で11.76％（248,653
千円）の増となった。
　比率は、前年度比で2.52ポイント（前年度比率-18.45％）改善した。実質収支
が黒字のため連結実質赤字比率は算定されず、依然として良好な状態にあると認
められる。

合　　　計

＝

※連結実質赤字額 ： 一般会計、公営事業会計及び公営企業会計に係る実質的な収支額の合計が赤字で
　　　　　　　　　　あった場合の総額のことであるが、黒字の場合は、負（－）で表示している。

＝
-2,363,404
11,266,890

-20.97 ％ （＝黒字のため該当なしとなる。）

× 100%

※１　水道事業会計の歳入総額は流動資産額、歳出総額は流動負債額から控除企業債及び控除引
　　当金を減じたものを計上している。
※２　工業団地整備事業特別会計の剰余額は算定されない（Ｐ.８資金不足比率審査意見書２(5)参照)。

・

38,885,487 2,363,4044,76136,517,308

連結実質赤字比率　＝
連結実質赤字額
標 準 財 政 規 模

×

2,114,751 248,653

100%

比　較

　実質収支額は前年度比6.54％（39,295千円）の増、標準財政規模は前年度比
1.68％（193,071千円）の減となり、実質赤字比率の黒字の程度が前年度比較で
0.44ポイント改善した。
　実質収支が黒字のため実質赤字比率は算定されず、依然として良好な状態にあ
ると認められる。

2,526 0 296

1 196

289,473 5,4350 4,426

公共下水道事業特別会計

26,631,231 4,761 640,054

32,398 0 1,035,732

5,039,699

3,898,940

0399,096

-1,009 

介護保険特別会計

国民健康保険特別会計 5,347,047

0

102,475

15,156

296

311

0

4,273,015

後期高齢者医療特別会計 400,568

0 374,075 358,919

下水道管理特別会計 293,899

2,822

1,161

204,873

1,472

307,348

工業団地整備事業特別会計 104,399 104,385 0 0 0 0

119,560 0国民宿舎特別会計 119,561 -195 

水道事業会計

一般会計 27,276,046

1,068,130

　連結実質赤字比率

-5.68 

11,266,890

92,620

39,295

※ 実質収支額が黒字のため、実質赤字比率については、黒字の程度を負で表示している。

会　　計　　名

標準財政規模　　　　　　　　　(Ｂ)
(臨時財政対策債発行可能額含む)

　  全会計を対象とした実質赤字額又は資金不足額の標準財政規模に対する比率であ

歳出総額
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額
（剰余額）

歳入総額

平成29年度

600,759

943,112

　る。
（単位：千円）

平成28年度
実質収支額
（剰余額）

比  較

（単位：千円、％）

　　一般会計における実質赤字額の標準財政規模に対する比率である。

平成29年度

　　２　個別意見

　実質赤字比率

-193,071 

2,347,318

区　　分

歳入総額　 24,928,728

平成28年度

-1,126 

27,276,046

38,169

2,309,149

39,295

-5.24 

11,459,961

実質赤字比率 (A)/(B)×100

24,322,08226,631,231

640,054

形式収支 644,815 606,646

600,759

5,8874,761翌年度へ繰り越すべき財源

実質収支額　　　　　　　　　　(Ａ)

歳出総額     

-2-



ア

イ

ウ

エ

（単位：千円）

  単年度での比率が低下し、３か年平均では前年度比で0.2ポイント（前年度比
率9.7％）低下した。しかしながら、早期健全化基準値の25.0％を下回っている
ため、依然として良好な状態にあると認められる。

（単位：千円）

100%

×

×

計

算入区分

事業費補正算入分

公債費算入分

密度補正算入分

12,112

区　　分

2,572,8190

【アの内訳】平成29年度分

7,729

1,709,314

準元利償還金

2,572,819

準元利償還金
（単位：千円）

33,906

平成29年度 平成28年度区　　分

417,809計

地域総合整備資金貸付金元金収入

0

2,001,125

一時借入金利子

％

③
元利計

（①+②）

②
利子

9.9
３か年平均

206,571

比　率

平成28年度

会計名
ア

（③－④）

地方債の元利償還金に充てた一般財源等

準元利償還金

特定財源

元利償還金及び準元利償還金に係る基
準財政需要額算入額

46,018 43,739

4,153

　実質公債費比率

平成27年度

年　度

19,680
債務負担行為で公債費に準ずるもの 103,813

9.78494

9.77416

2,366,248

公共下水道事業特別会計 1,992

163,544

（単位：千円）

（単年度）

実質公債費比率　　

区　　分

＝

＝

（ア＋イ）－（ウ＋エ）
標準財政規模－（エ）

43,656

④
繰上償還及び借換債を
財源として償還した額

＝

　  一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
  で、一般会計のみならず公営事業会計等の支払う元利償還金への一般会計からの
  繰出金、一部事務組合等の公債費経費を算入し連結決算の考え方を導入している。

11,266,890 11,459,961

1,996,9722,001,125

417,809 402,856

算入額

100%

-193,071 

46,018

508

大隅曽於地区消防組合

①
元金

84,616

計

比  較

下水道管理特別会計

一般会計

水道事業会計

（単位：千円）

【イの内訳】平成29年度分

【ウの内訳】平成29年度分

【エの内訳】平成29年度分

住宅使用料

充当額

工業団地整備事業特別会計

国民宿舎特別会計

区　　　　分

284,082

14,953

9,016

平成29年度
％

・

10.18248

標　準　財　政　規　模

2,572,819 2,563,803

2,279

※実質公債費比率(単位:％)

9.91386

10.18248
（３か年平均）

943,485
9,265,765
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【アの内訳】

【イの内訳】

　将来負担比率

（単位：千円）

11,459,961 -193,071 

比  較平成28年度

将来負担比率　　 ＝
（ア）－（イ）

×

　この比率は、一般会計の地方債現在高、他会計が地方債償還に充てるための一般
会計繰入見込額及び全職員の退職手当予定額等の将来における実質的な債務の標準
財政規模に対する比率を表したものである。

-785,163 30,342,606

26,390,910

標準財政規模－（ウ）

287,005イ　充当可能財源等

ウ　元利償還金及び準元利償還金
　　に係る基準財政需要額算入額

29,557,443

・

区　　分

ア　将来負担額

平成29年度

100%

事業費補正算入分

地方債の償還額等に充当可能な特定歳入見込額

2,362,739

減債基金

0

特別職に属する職員 7,172

県市町村職員退職手当組合積立金積立不足額

2,525,300 48,281

719,325 9,808

222,350

一般職に属する職員 2,319,165

計

27,221 -20,049 

5,991,149

0

（単位：千円）

-6,412 

-228,327 

比  較

-81,981 

-78,928 

-3,053 

-61,957 

18,647

-125,681 

2,037

-37,342 

－

-99,299 

-116,308 

266,822

248,502

124,761 206,985

24,015

組合等の連結実質赤字額に係る一般会計負担見込額

連結実質赤字額

ア　将来負担額

26,007

債務負担行為に基づく支出予定額

国民宿舎特別会計

110,264

200,043

110,264

2,728,618

0

116,676

582,993

23,630,301

水道事業会計

曽於南部土地改良区

-1,992 

-189,213 

-179,931 

237,385

0

－

2,548,687

1,789,687

0

601,640

-82,224 

2,605,6722,416,459

488,308

比  較

30,342,60629,557,443

729,133

17,489,941 49,921

密度補正算入分

-785,163 

（単位：千円）

区　　　　分
イ　充当可能財源等

財政調整基金

公債費算入分

77,349 83,154 -5,805 

19,182,320

355,663 363,220 -7,557 

2,573,581

-211,111 

466,848 528,805

15,267旧大隅広域伝染病棟施設建設償還金

曽於東部土地改良区

組合等が起こした地方債償還に係る一般会計負担見込額

退職手当支給予定額に係る一般会計負担見込額

大隅曽於地区消防組合

設立法人の債務等に対する一般会計負担見込額 666,891 766,190

公共下水道事業特別会計

下水道管理特別会計

116,676

1,664,006

2,037

19,393,431

-6,412 

-43,574 

18,320

1,565,109 1,820,336

その他の基金 3,550,213 3,102,629 447,584

住宅使用料 695,453 673,533 21,920

地域総合整備資金貸付金元金収入 33,680 45,792 -12,112 

-255,227 

17,539,862

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

287,005計 26,390,910 26,103,905

26,103,905

1,996,972 4,153

標　準　財　政　規　模 11,266,890

工業団地整備事業特別会計

平成29年度 平成28年度

平成29年度

＝
3,166,533

× 100%
9,265,765

＝ ％

区　　　　分
平成28年度

184,841

169,574

23,858,628一般会計に係る地方債現在高

大隅中央区域農用地総合整備事業負担金

34.1

一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還
に充てるための一般会計等からの繰入れ見込額

338,658

地方債の償還額等に充当可能な基金額 6,479,457

2,001,125
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【ウの内訳】

　実質公債費比率の【エの内訳】に同じ。

  特に指摘すべき事項はない。

【健全化判断比率の推移】

　前年度と比較すると、将来負担額が785,163千円（2.59％）の減、充当可能財

源等が287,005千円（1.10％）の増となったことから、将来負担比率は、10.6ポ

イント（前年度比率44.7％）改善し、法施行から最小の値となり、平成21年度よ

り減少している。

　比率が改善した主な要因は、将来負担額のうち、地方債発行額より元利償還額

（元金）が上回ったことから、一般会計に係る地方債現在高が228,327千円

（0.96％）減少し、一方、充当可能財源等のうち、ふるさと志基金の積立額が前

年度828,149千円から1,192,017千円と増加したことを要因に地方債の償還額等に

充当可能な基金額が488,308千円（8.15％）増加したことにより、算定の分子と

なる数値が減少したことによるものである。

  これらの結果、早期健全化基準値の350.0％を大幅に下回っているため、良好

な状態にあると認められる。

　　３　是正改善を要する事項

　４指標ともに早期健全化基準値を下回っており、健全な財政運営が図られている
ことを認める。
　今後も、厳しい財政運営ではあるが、指標の推移を十分注視し、健全で安定した
財政運営に努められたい。

-4.09 

-4.15 

-4.78 -5.24 -5.68 

-13.93 
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-20.00

-18.00
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第１　審査の対象

第２　審査の期間

第３　審査の方法

第４　審査の結果

　 行したことを意味している。

平成29年度志布志市資金不足比率審査意見書

－

－

－

－

20.0

20.0

20.0

20.0

公共下水道事業特別会計

工業団地整備事業特別会計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 管 理 特 別 会 計

公 営 企 業 会 計 名 資金不足比率
経営健全化
基      準

0.0

0.0

1.5

備　　　考

（単位：％）

-0.9国 民 宿 舎 特 別 会 計

比　較平成28年度

平成29年度志布志市水道事業会計資金不足比率

平成29年度志布志市下水道管理特別会計資金不足比率

平成29年度志布志市公共下水道事業特別会計資金不足比率

平成29年度志布志市国民宿舎特別会計資金不足比率

　　　平成30年７月10日から同年８月16日まで

　審査に付された各公営企業会計資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載し

た書類は、次のとおりいずれも関係法令の規定に準拠して適正に作成されているものと

認められる。

１　総合意見

　資金不足比率審査に当たっては、市長から提出された上記審査対象の資金不足比率及

びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律等関係法令の規定に準拠して作成されているか、また、各会計の資金不足比率を適

正に表示しているかについて、一般に公正妥当と認められる審査の基準に準拠し、通常

実施すべき審査手順を実施した。

平成29年度志布志市工業団地整備事業特別会計資金不足比率

平成29年度

-6.0

0.0

0.0

-7.5

-15.9 -182.2-198.1

0.0

0.0

－ 20.0 0.0

※１ 黒字経営の場合は「－」と記載し、備考欄に黒字経営の程度（比率）を負で併記している。

　２ 早期健全化基準及び財政再生基準は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令により定め

　 られており、この基準を超えた場合には、経営健全化計画の策定等が義務付けられる。

　３ 備考中の比較は、H29とH28を比較（H29－H28）した増減指数であり、負数は、黒字経営の程度が進

0.9
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 ２　個別意見

（法適用企業の場合）

Ａ　流動負債の額－控除未払金等
Ｂ　算入地方債の現在高（建設改良費及び準建設改良費以外の経費に充てた地方債の現在高）

Ｃ　流動資産の額－控除財源等
事業の規模＝営業収益の額－受託工事収益の額

（法非適用企業の場合）

Ａ　歳出総額
Ｂ　算入地方債の現在高（建設改良費及び準建設改良費以外の経費に充てた地方債の現在高）

Ｃ　歳入総額－翌年度へ繰り越すべき財源
Ｄ　土地収入見込額
Ｅ　地方債残高＋他会計長期借入金
事業の規模＝営業収益に相当する額－受託工事収益に相当する収入の額
※ただし、宅地造成事業を行っている場合
　資金不足額＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ＋Ｅ
　事業の規模＝資本の額に相当する額＋負債の額に相当する額

　水道事業会計【法適用企業】平成29年度分
（単位：千円）

　下水道管理特別会計【法非適用企業】平成29年度分
（単位：千円）

100%
資金不足額（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

事業の規模

　２　未収金には貸倒引当金を含む。

％

× 100%
72,995

営 業 収 益 72,995

・ 資金不足比率　　＝

＝

-4,426

-6.0 （＝黒字のため該当なしとなる。）

歳 入 総 額

形 式 収 支

歳 出 総 額

※ 建設改良費及び準建設改良費以外の経費に充てた地方債の現在高は、０のため表示していない。

現 金 ・ 預 金

貯 蔵 品

前 払 金

1,054,858

2,253

60

0

4,426

289,473

293,899 翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

4,426実 質 収 支

受 託 工 事 収 益 額 0

× 100%資金不足比率　　

＝ -198.1 ％ （＝黒字のため該当なしとなる。）

522,814

・ ＝

営 業 収 益0

-1,035,732

※１　建設改良費及び準建設改良費以外の経費に充てた地方債の現在高は、０のため表示していない。

流 動 資 産

522,814

受 託 工 事 収 益 額

×

　公営企業における資金不足比率は、資金不足額（一般会計の実質赤字に相当する額）

の営業収益等に対する比率である。

そ の 他 流 動 資 産 1,200 そ の 他 流 動 負 債 2,330

引 当 金

前 受 金

企 業 債

116,934

・ 資金不足比率　　＝

未 収 金 9,759 未 払 金 30,068

79,039

0

5,497

流 動 負 債1,068,130
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　公共下水道事業特別会計【法非適用企業】平成29年度分
（単位：千円）

　国民宿舎特別会計【法非適用企業】平成29年度分

　工業団地整備事業特別会計【法非適用企業】平成29年度分
（単位：千円）

３　是正改善を要する事項
  　特に指摘すべき事項はない。

地 方 債 現 在 高 572,200 資 本 ・ 負 債 額 572,186

　５　Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ＋Ｅ＞０となる場合は、Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ＋Ｅ＝０とする。

　４　Ａ:104,385＋Ｂ:０－Ｃ:(104,399－０)－Ｄ:０＋Ｅ:（572,200＋０）＝572,186

※１　利用料金制度が採用されているため、営業収益には指定管理者からの納付金が算入される。
　２　建設改良費及び準建設改良費以外の経費に充てた地方債の現在高は、０のため表示していない。

形 式 収 支 14 実 質 収 支 14

＝ ％

※ 建設改良費及び準建設改良費以外の経費に充てた地方債の現在高は、０のため表示していない。

296

＝ 0.0 ％

土 地 収 入 見 込 額 0

※１　宅地造成事業を行っている。

・ 資金不足比率　　＝
0

× 100%
572,186

　２　建設改良費及び準建設改良費以外の経費に充てた地方債の現在高は、０のため表示していない。

　３　他会計長期借入金は、０のため表示していない。

受 託 工 事 収 益 額 0

形 式 収 支 1 実 質 収 支 1

（単位：千円）

歳 出 総 額 119,560

歳 入 総 額 119,561 翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

0

営 業 収 益 20,000

歳 出 総 額 104,385

0.0

・ 資金不足比率　　＝
-1

× 100%
20,000

歳 入 総 額 104,399 翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

0

-296
×

＝ ％

100%
0

・ 資金不足比率　　＝

受 託 工 事 収 益 額 0

0.0

営 業 収 益 0

歳 出 総 額 2,526

形 式 収 支 296 実 質 収 支

歳 入 総 額 2,822 翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

0

　各会計とも資金不足額が生じていないため、資金不足比率は算定されない。
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【別紙資料】

本市の会計区分イメージ図

普通交付税の算定に用いられるもので、財政力を合理的に測定するために、標準的な状態で見込
まれる税収入等を一定の方法によって算出した額

普通交付税の算定に用いられるもので、標準的な水準の行政サービスを行うために必要な経費を
一定の方法によって算出した額

次のアからオまでの合計額
ア　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合におけ
　る１年当たりの元金償還金相当額
イ　一般会計から特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるも
　の
ウ　組合等への負担金や補助金のうち、組合等の地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
エ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
オ　一時借入金の利子

用　　語

標準税収入額

標準財政規模

説　　　　　　　　　　明

一般会計

普通会計

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計

実
質
赤

字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

債務負担行為として予算に定めている支出額のうち、地方財政法（昭和23年法律第109号）第５条
に規定する地方債を財源とすることができる経費に該当する債務負担行為

基準財政収入額

基準財政需要額

準元利償還金

公債費に準ずる
債務負担行為

標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源ベースの収入規模を示す割合
（標準財政規模＝標準税収入額＋普通交付税＋臨時財政対策債発行予定額）

基準財政収入額を一定の算入率で算出した金額のことで、標準的な税率において、収入されるで
あろうとされる税収額

介護保険特別会計
公営企業会計

特別会計
公営事業会計

曽於南部厚生事務組合

曽於東部土地改良区
曽於南部土地改良区

第三セクター等
志布志市土地開発公社

地方公社
鹿児島県後期高齢者医療広域連合

広域連合

大隅曽於地区消防組合

資
金
不
足

比

率

曽於北部衛生処理組合
曽於地区介護保険組合

鹿児島県市町村総合事務組合
曽於地域公設地方卸売市場管理組合

一部事務組合

水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　【法適用企業】
下水道管理特別会計　　　　 　　　　　　【法非適用企業】
公共下水道事業特別会計　 　　　　　　【法非適用企業】

工業団地整備事業特別会計　　　　　　【法非適用企業】
国民宿舎特別会計　　　　　　　　　　　　【法非適用企業】
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